
【平戸市地域包括ケアシステム構築ロードマップ】

目指す姿（目標・目的） 達成年度 推進方策（方法・手段） ２０１７年度
（平成２９年度）

２０１８年度
（平成３０年度）

２０１９年度
（令和元年度）

２０２０年度
（令和２年度）

２０２１年度
（令和３年度）

２０２２年度
（令和４年度）

２０２３年度
（令和５年度）

２０２４年度
（令和６年度）

２０２５年度
（令和７年度）

医療介護連携に関する課題の抽出と
対応策の検討

・医介連携に関する事例を関係者間で共有・検討し、理
解を深める。
・対応策を講じることにより、在宅医療と介護が一体的に
提供される。

2021年度（令和3年度）

・多職種が参加し、意見交換や協議、検討等をする場を設け
る。
・聞き取り調査を行い、課題を抽出し、在宅医療連携会議の中
で対応策を検討する。また、平戸市医師会と共有する場を設け
る。

本人や家族の希望に応じた在宅医療
や看取りを行う体制の整備

在宅で受ける医療サービスが困難なく利用できる。
本人や家族の希望に応じて、看取りが行われる。
終末期の本人の自己決定が尊重され、QOLやQODの向
上が支援されている。

2025年度（令和7年度）

・市民や関係者に在宅医療や看取り、人生会議（ACP)に関する
情報提供を行う。研修会や出前講座を行う。
・聞き取り調査を行い、在宅医療や看取りの課題を抽出し、在
宅医療連携会議の中で対応策を検討する。また、平戸市医師
会と共有する場を設ける。
・エンディングノートを作成、普及する。

身体介護を担うサービスの提供量不
足の解消

圏域の対象者が必要なサービスを受けられる。 2025年度（令和7年度）
・介護保険事業計画等策定委員会において、サービス提供の
推移を見据えながら、提供体制の協議・検討をする。

小規模多機能型居宅介護等の在宅
サービスの整備

施設がない圏域でも、代替サービスが提供される。 2025年度（令和7年度）
・介護事業計画等策定委員会で協議し、介護保険事業計画に
沿った施設整備を行う。

訪問系サービスの提供時間 モーニングケア、ナイトケアの提供が制限なく行われる。 2025年度（令和7年度）
・事業所の提供状況や在宅高齢者のニーズを把握する。
・介護保険事業計画等検討委員会で協議、検討する。

介護人材不足対策
介護従事者を確保し、安定的に、介護サービスを提供で
きる。

2025年度（令和7年度）
・キャリア形成推進事業（賞賜金交付事業）を推進し、介護職の
キャリア形成・介護職の定着化（離職防止）に寄与する。

2021年度（令和3年度）
・通いの場未設置地区やニーズのある地区に対して、説明によ
り動機付けを図り、定期的な集いができるように支援する。

2020年度（令和2年度）
・通いの場に対して、継続的効果的な専門職の活用を図る。
・保健事業と介護予防の一体的実施事業（フレイル予防事業）
を実施する。

2023年度（令和5年度）
通いの場支援や協議体等で共生を意識した地域づくりについ
て周知を図る。

ライフステージに応じた意識啓発を図り、効果的な健康
づくりや介護予防ができる。

2025年度（令和7年度）

・保健事業と介護予防の一体的実施事業（フレイル予防事業）
を実施する。
・高齢者の介護・保健分野と連携し、介護に至る要因分析デー
タ等の共有を図り、効果的な健康づくりや介護予防を推進す
る。

グループホームなどの入所系サービ
スの整備

施設がない圏域でも、代替サービスが提供される。 2025年度（令和7年度） ・介護事業計画等策定委員会で協議する。

特別養護老人ホームの待機者解消 施設がない圏域でも、代替サービスが提供される。 2025年度（令和7年度） ・介護事業計画等策定委員会で協議する。

生活支援の体制整備と地域資源の周
知

地域の様々な関係者が生活支援に参画し、社会資源の
情報が住民や関係者に周知されている。
生活支援コーディネーター等が地域資源や地域のニー
ズの把握を行っている。

2023年度（令和5年度）
関係者（地区組織・団体等）へ聞き取りを行い、地域資源を把握
する。また、地域資源をまとめたリストを作成し、それを用いて
住民等に周知を行う。

　※地域包括ケアシステムの構築期は、評価シート40点中32点（A医療、B介護、C保健・予防等大項目８分野の総合点としての点数）を達成するまでの期間
　※地域包括ケアシステムの充実期は、構築後にさらなる推進向上を目指す期間

項目

Ｄ
住まい・
住まい方

Ａ
医療

Ｃ
保健予防

Ｂ
介護

住民主体の地域づくりと共生を意識し
た取組の推進

共生意識が育ち、住民が主体となった地域づくりができ
る。

地域包括ケアシステムの構築期 地域包括ケアシステムの充実期

検討会の準備多職種研修会の開催
在宅医療連携会議の開催、医師会との連携

現状・ニーズ調査 課題の抽出、対応の検討

研修会の開催

第9期計画に向けての協議・検討

未設置地区への介入 立ち上げ支援、継続支援

エンディングノートの作成・普及

在宅医療連携会議の開催、医師会との連携

現状・ニーズ調査 課題の抽出、対応の検討

看取りに関

する研修会

の開催

体操の見直

し、効果の

検証

通いの場へのリハ専門職の支援
関係機関との連

携構築、各専門

職の支援の導入

関係機関との連携強化

各専門職の支援の充実

保健事業と

介護予防の

一体的実施

の検討

通いの場の立ち上げ支援

平戸よかよ

か体操の

作成・普及

実態把握調査、効果の検証

共生意識の説明、周知 助け合い、支えあいの活動の充実

現状・ニーズ調査 委員会で協議、検討

住民組織や団体からの聞き取り情報収集

地域資源まとめ・リスト（地域資源集）の作成（未作成地区）

リスト（地域資源集）の活用・必要に応じ見直し、追加

高齢者支援

センターによ

る、立ち上げ

支援開始

第8期計画 データ分析、結果の周知

第9期計画 調査、分析結 結果を踏まえた取り組みの充実

第8期計画に向けての協議・検討協議・検討 第90期計画に向けての協議・検

協議・検討 第8期計画に向けての協議・検討 第9期計画に向けての協議・検討 第90期計画に向けての協議・検

第9期計画に向けての協議・検討第8期計画に向けての協議・検討協議・検討 第90期計画に向けての協議・検

第9期計画に向けての協議・検討第8期計画に向けての協議・検討協議・検討 第90期計画に向けての協議・検

南部地区・

生月地区

地域資源集作成

田平地区

地域資源集

作成

保健事業と介護予防の一体的実施事業（フレイル予防事

業）の実施
地域課題に応じたフレイル予防事業の充実

協議・検討 キャリア形成推進事業（賞賜金交付事業）の推進（必要に応じて制度改良）

協議・検討
保健事業と介護予防の一体的実施事業（フレイル予防事

業）の実施
地域課題に応じたフレイル予防事業の充実
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【平戸市地域包括ケアシステム構築ロードマップ】

目指す姿（目標・目的） 達成年度 推進方策（方法・手段） ２０１７年度
（平成２９年度）

２０１８年度
（平成３０年度）

２０１９年度
（令和元年度）

２０２０年度
（令和２年度）

２０２１年度
（令和３年度）

２０２２年度
（令和４年度）

２０２３年度
（令和５年度）

２０２４年度
（令和６年度）

２０２５年度
（令和７年度）

項目

高齢者の交通環境づくりの推進
高齢者の日常の移動支援を確保するため、本市の実情
にあった交通環境が整っている。

2025年度（令和7年度）

・社会参加支援として助成事業を実施する。
・地域ケア個別会議や協議体等で移動支援の課題を掘り起こ
す。
・各課やまちづくり運営協議会等と地域の移動支援を検討す
る。
・移動支援に係る社会資源（民間のバスやタクシー、市のふれ
あいバス、まちづくり運営協議会主体のコミュニティバスや移動
支援事業　等）を把握する。地域住民や団体へ周知する。

認知症の人と家族への支援に関する
取り組みと地域の理解

認知症サポーターが養成され活用されている。認知症カ
フェ等が開催され認知症と家族への支援が充実してい
る。

2025年度（令和7年度）

・認知症の人やその家族のニーズを把握する。
・地域団体との協働により、幅広い年代層へのサポーター養成
講座を行う。
・認知症サポーターを中心として支援チーム（チームオレンジ）
を整備し、認知症の人やその家族を多面的に支えるしくみ作り
を行う。
・認知症の人と家族のつどいや認知症カフェなどの周知啓発を
行う。

権利擁護、高齢者虐待防止対策の取
組

本人の自己決定が尊重されるよう、成年後見制度、日常
生活自立支援事業が活用され、また高齢者虐待につい
て地域全体で理解し、その防止策に取り組む。

2021年度（令和3年度）

・高齢者虐待防止ネットワークを設置し、定期的な会議を行い、
虐待防止を図る。（年1回程度）
・成年後見制度利用促進計画を策定、中核機関を設置し、相談
窓口機能等を強化する。

多職種連携のための共通シートの活
用

共通シートの活用により、多職種の業務連携と情報共有
ができる。

2022年度（令和4年度）
必要とする分野間において、情報共有のための共通シート及び
ルールを作成し、必要に応じ評価見直しをする。

目標の共有と同じ目標に向かった切
れ目のないサービスの提供

行政、住民、専門職が目標を共有し、自らの役割を明確
にし、地域包括ケアシステム構築に向けて地域全体で取
り組む。

2025年度（令和7年度）

・庁内推進会議を開催し、関係課や関係機関との連携を深め
る。
・地域ケア会議、在宅医療介護連携推進会議、介護支援専門
員連絡協議会、見守りネットワーク連絡会等で目標を周知し役
割を検討する。
・出前講座、サポーター養成講座等において目標の共有、お互
いの役割を検討する。

避難行動要支援者に係る個別計画の
作成

要支援者が、災害時に安全かつ、スムーズに避難でき
る。

2025年度（令和7年度）
・対象者を把握し台帳を整備する。(令和3年度にシステムを更
新)
・関係部署と連携し、個別計画を作成する。

プラチナ世代（概ね55歳以上）に向け
た地域活動に関する学びの機会の提
供

プラチナ世代の住民が地域活動に参加し、地域とのつな
がりのある生活を送る。

2021年度（令和3年度）

・関係課、部署と連携し、社会参画できるようなセミナー等を実
施する。
・地域で活躍できる体制整備を行い。情報提供・交換を行う。
・住民からの提案を把握し、今後の取り組みに生かす。

地域包括ケアシステムの構築・地域づ
くりに向けての関係課による組織横断
的な連携

地域包括ケアシステムの構築や地域づくりに向けた庁内
会議が位置づけられている。

2019年度（平成31年度）
・庁内推進会議を開催し、関係課部署と連携し、施策化に向け
た協議をする。
・地域課題を共有する。

地域ケア会議を活用した、地域課題解
決に向けた取組

地域課題解決に向けた方策を決定する仕組みが出来て
いる。

2020年度（令和2年度）

・庁内推進会議において政策形成に向けた協議を行い、地域
ケア推進会議に提案する。
・協議体において、地域課題解決に向けた協議を行い、社会資
源開発に向けた取組を行う。

包括的な相談支援体制と総合的な支
援の提供体制についての検討

高齢者・障害者・児童等の支援について、包括的な相談
支援体制（ワンストップ型）や　他分野との連携による総
合的支援提供体制が検討されている。

2023年度（令和5年度）
・庁内において高齢者、障害者、児童等含む重層的支援体制
整備を検討する。
・重層的支援にかかる総合窓口を設置する。

H
行政の関与・連
携

Ｇ
住民参画

F
専門職・関係機
関のネットワーク

E
生活支援・
見守り等

庁内推進会

虐待及び成年後見事例の対応、関係機関との連携

取組の見直し、充実

ルールの検討・シート作成 ルール・シートの評価、見直し

課内協議 部長会報告

計画及び中

核機関の設

置の検討

第８期介護保険事業等計画の説明、周知

課内協議 部長会報告
関係課、部署との連携、事業の実施

高齢者いき

いきおでか

け支援事業

の開始

事業実施、評価、見直し

ネットワーク

の検討

取組の見直し、充実

台帳の整備・更新 台帳の整備・更新

所管課と協議、フロー作成、個別計画作成

関係課や団体との協議 新たな取組の実施

庁内推進会

議の設置

協議体、地域ケア推進会議へ

の地域課題の情報提供
地域ケア推進会議で政策提案、協議

協議体において課題解決に向けた取組み

先進地視察、

介護予防サ

ポーター研

修会での情

報提供

計画策定、

中核機関設

置

ネットワーク

協議会の設

関係課、部署との連携、事業の実施

各会議や団体、講座等での目標の周知、共有、役割確認

第９期計画の説明、周知

介護支援ボランティア研修会等

の開催

移動支援に係る社会資源（民間主体、市主体、まちづくり運営協議会主体の移動支援）の把握と周知

重層的支援体制整備の検討

地域支援推

進員の設置
地域支援推進員によるニーズ把握

認知症サポーター養成講座の開催

フォローアップ研修の開催・ボランティアの育成・チームオレンジの整備

認知症の人と家族のつどい、認知症カフェの実施。 住民への周知啓発・開催場所や内容についての検討

各会議での報告、検討、協議

シニア向けセミナー開催

重層的支援

体制の整備

システム更新作業

難病患者計画作成

住民主体

による移動

手段の検

討
地域ケア個別会議、協議体等での課題の掘り起こし

有償ボラン

ティアモデ

ル事業の

実施

有償ボランティアを事業化す

る

各課やまちづくり運営協議会

と新たな移動手段を検討す

る

虐待防止啓

発DVD作成
DVDを活用した民生委員、地域住民への普及啓発

重層的支援体制整備事業の実施
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